
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 事業の内容等 
 
 
１ 事業のテーマと特徴 
現代の子どもたちをめぐって起きる問題は，そのほとんどが対人関係能力や欲求不満耐性の未熟を背景

とすると言われている。この前提に立てば，これらの資質やスキルを伸長することで，効率的かつ効果的

にさまざまな問題を未然に防ぐことができるものと考えられる。そのためには，ふれあい体験を通して自

 
(1)「日本教育カウンセラー協会」の規模等 
○ 設立年月日：平成１４年７月１０日 
○ 設立目的：教育カウンセリング（ガイダンスカ

ウンセリング）の考え方や方法を普及し，教育に

貢献することをめざす。教育やカウンセリングに

関する研修会等の開催，専門援助者の養成および

資格認定，学校・教育機関へのサポート活動の企

画，運営等を行っている。 
○ 代表者：会長 國分康孝Ph.D. 
○ 認定会員数：13,000名 
○ 連絡先 
 〒112-0012 東京都文京区大塚1-4-15 
 電話：03-3941-8049 
 FAX：03-3941-8116 
 URL：http://www.jeca.gr.jp/ 
 メール：jim@jeca.gr.jp 
(2) 関連団体「スクールカウンセリング推進協議会」 
 学校教育に役立つ「子どもたちの発達課題を解き

成長を援助するスクールカウンセリング」を，有効

に機能させるために参加団体が協力する。発達課題

とは，子どもたちの①学業，②人格形成･社会性，

③進路，④健康面の発達を指す。これらに対して，

すでに発生した問題に対する個別面接だけでなく，

予防･開発的に，教室での集団指導や学校組織での

チーム対応，教師へのコンサルテーションなど多様

な方法を用いて，学校教育の充実に資することをめ

ざす。 

自治体・団体の概要 
  

(1) 地域の特色 
 本研究の実践の場である熊谷市では，学校・家

庭・地域が一体となって「知・徳・体のバランス

のとれた教育」を推進し，「生きる力」そのもの

である「熊谷の子どもたちはこれができます！

『４つの実践』と『３減運動』に全市をあげて取

り組んでいる。 
 ４つの実践とは，朝ご飯をしっかり食べる，呼

ばれたら「はい」と元気よく返事をする，「あり

がとう」「ごめんなさい」を言う，友達をたくさ

んつくるである。３減運動とは，テレビの時間を

減らす，ゲームの時間を減らす，携帯電話やパソ

コンにふれる時間を減らすことである。 
 本研究は，この「４つの実践」に関する学校に

おける具体的な取組である。これにより，学校独

自の課題を解決し，小一プロブレム，中一ギャッ

プの解消を目指すものである。 
(2) 事業実施の背景 
 ガイダンスカリキュラム（GC）を教育課程に位置

づけ，継続的に実施するためには，具体的には『社

会性を育てるスキル教育35時間』をベースに学校の

課題に即したカリキュラムの立案，実施する授業者

(担任)のスキルアップが必要条件である。ガイダン

スカウンセラー（外部の専門家）がそれぞれについ

て指導助言し，主幹教諭等を中心にした校内体制を

確立することで，これらの条件を満たし，無理なく

効果の高い実践ができると考え，テーマを設定した。 

地域の特色・事業実施の背景 

 

 

学校の課題解決に生かすガイダンスカリキュラムの実施･熊谷市における実践 

-ガイダンスカウンセラーの支援による「社会性を育てるスキル教育」の小中連携実践- 

 
         特定非営利活動法人 日本教育カウンセラー協会 

生徒指導・進路指導総合推進事業 



他理解を深め，コミュニケーション能力やセルフコントロールの方法を身につけるためのプログラム（ガ

イダンスカリキュラム．以下ＧＣと表記）を教育課程に位置づけて実施することが最も効果があると考え

られる。 
 このような取り組みは，全国各地で行われ，成果をあげている。しかし，その多くは県・指定都市教育委員会

等を中心とした大規模なプロジェクトとして実施されている。このような取り組みを行っていない地区において，

一校ないし一中学校区でこのようなＧＣを導入するには，人的にも物的にも大きな負担を伴うことになる。ガ

イダンスカウンセラーの配置とこれを中心にした校内体制の構築が必須条件であるが，一般の学校では，これら

をすべて引き受けることのできる人材が確保できるとは限らず，また，一人に負担が偏りかねないことから，導入

に消極的にならざるを得ないのが実情である。 
 そこで，本事業では，上記の諸課題についてガイダンスカウンセラー（外部の専門家）が指導助言を行い，校内

組織を整備することで，ガイダンスカリキュラムの円滑な導入・実施をはかり，学校および教師の負担を軽減し，

継続的に実践できる体制の構築をめざした。 
○事業のテーマ 

問題行動等を予防し，子どもの人間関係力を高める指導プログラム（ガイダンスカリキュラム）の系統

的・継続的な実施のための条件整備 
○ ガイダンスカリキュラムとは 

知・徳・体の徳，すなわち人間社会で生きていくための力を高める教育活動を強化するために，道徳・特別活動・

総合的な学習の時間などを構造化することを通して，学校教育目標を具体的に実現する計画的・継続的な学校教

育課程（カリキュラム）のこと。学校の中でのカリキュラム作成のハードルを少しでも低くするために，今回の

カリキュラムづくりの特徴として書籍『社会性を育てるスキル教育35時間』（清水井一編，図書文化社）を基

本ベースとしてカリキュラム作成を行った。 
○ ガイダンスカウンセラーとは 

ガイダンスカウンセラーとは，幼･小･中･高校･中等教育学校，特別

支援学校，大学及び高等専門学校において，子どもの学習面，人格・

社会面，進路面，健康面における発達を援助する専門家。すべての

子どもの発達課題に対する一次的援助サービス，苦戦している子ど

もの援助ニーズに応じる二次的援助サービス，不登校や発達障害な

どで特別な教育ニーズのある子どもに対する三次的援助サービス

を，リーダーあるいはコーディネーターとして援助を行う。さらに

地域と連携して子どもたちの支援にあたるとともに，家庭の支援を

行う。学校教育目標を実現するための支援者。 

 
２ 事業の内容 
(1) 基本的な考え方 

 ＧＣを教育課程（特活・総合）に位置づけ，各学年で長期的・継続的に実施していくためには，実施体制の確立

と授業内容の標準化が絶対条件である。そのため，ガイダンスカウンセラーと主幹教諭等が連携して，子どもたち

の実態に応じて課題（到達目標）を設定し，それに基づいて各学年11時間のGCを編成，また指導案の基本形式を

策定した。小学校から中学校への系統性を確保するために，ガイダンスカウンセラーが各学年の課題を校種間で調

整した。また，Q-U調査に基づく子どもたちの実態についても教員間で共有すべく事例研究を含む研修をガイダン

スカウンセラーが行った。授業については，主幹教諭等がかかわり，主として各担任が指導案を作成・実施した。 



 授業力アップのため，ＡＢＣ校相互交流による研究会を開催，学級担任全員が順次授業を公開し，ガイダンスカ

ウンセラーが指導助言を行った。 
 

(2) 推進組織体制 

モデル校：埼玉県熊谷市Ａ中学校・Ｂ小学校・Ｃ小学校 

熊谷市教委より指導主事３名，当協会より３名および当該校で運営協議会を組織し推進した。 

 

  熊 谷 市 教 委  

 ｜ ○ 運営協議会開催 

  NPO日本教育カウンセラー協会   

 ↓  

 ガイダンスカウンセラー ① ＧＣの調整（学校内・学校間） 

  ② 課題（到達目標）の明確化 

  ③ 主幹教諭・授業者への指導助言 

 Ａ中学校  Ｂ小学校  Ｃ小学校 

 主幹教諭等 主幹教諭等 主幹教諭等   ① ＧＣの作成 

  ② 指導案作成支援・授業サポート（ＴＴ等） 

 

 各担任   各担任   各担任 ○ 指導案作成・授業実施 

 

(3) 各学校の課題 

 アンケート調査（児童生徒，教師）により，次のような課題が見いだされた。これらの課題を十分に考慮してＧ

Ｃを編成して実施し，中１ギャップの解消をめざすこととなった。 
 

Ｂ小学校 

 

 

・校区に養護施設があり，基本的生活習慣の定着やしつけなど幼少期の家庭教育が十分に行われてい

ない子どもが多い。小学１年時より社会性を身につける必要がある。 

・単学級なために友達関係が固定化する状況が続いている。 

Ｃ小学校 

 

 

・人とうまく関われない子どもが多い。 

・保護者と教師・学校間の信頼関係をうまく築くことができず，教師・学校批判が常態化しているた

め，学校の教育機能が十分に発揮できていない。教師・保護者・児童の三者が社会性を身につける

必要がある。 

Ａ中学校 

 

 

・Ｂ小学校とＣ小学校の課題（幼少期のしつけ面，保護者の対応）がそのまま引き継がれている。 

・Ｂ小学校とＣ小学校とＡ中学校の指導方法の違いがマイナスに働いているため，中一ギャップによ

る不適応問題を抱えている。 

 
 (4) 具体的な取組み 

① 年間指導計画 
 各学校の課題に基づき，主幹教諭がガイダンスカウンセラーのスーパービジョンを受けて作成する。したがっ

て学校ごとに内容が異なる（表ａ，表ｂ）。 



表ａ 【Ｂ小学校年間計画例】



表ｂ 【Ｃ小学校年間計画例】



② 一時間の展開 
年間指導計画に基づき，各学級担任が指導案を作成する。基本的な流れは次のとおりとした。 

 

【導 入…………気づく】アンケート結果などを示し課題を提示する 

【展 開…………学 ぶ】教師のモデリングを見てロールプレイを行う。体験する 

【終 末…心の通い合い】スキルについて確認し，意見をシェアする。日常生活の中で実践する

よう心がける。 

 
下表は一般的な指導案の例である。

 

 
③ 学校の実践の流れ 

道徳や学校行事，総合的な学習の時間とも関連づけながら展開することを基本とする。年間，これを繰り返し

ながら進める。 
 

                                   学校行事（特活） 

                                  （例：修学旅行，儀式的行事， 

             体育祭，運動会） 

 道 徳        スキル教育                                       日常活動       定 着  

1.自分自身に関すること 

2.他の人とのかかわりに関すること               体験活動（総合） 

                                     （例：職場体験，大使館訪問） 

 
④事業を実現するための「ガイダンスカウンセラーの仕事」 

・教育委員会と各校をつなぐコーディネーション（校内で主幹と教諭を，校長と主幹，校長同士をつなぐ）  
・個々の教師へのコンサルテーション（指導案の検討ならびに教師への指導） 
・研究授業後の研究会 
・学校・学級の課題のアセスメント



【実際の授業風景】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【授業研究会】     【小中合同研修会】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【保護者会でもスキル教育を実施】 
 



３ 事業の成果 
(1) 事業による変容 

 各モデル校とも，11回分のガイダンスカリキュラムを作成し，実施することができた。また，主幹教諭等を中

心とした体制を強化することで，今後とも継続的に実施するための基盤をつくることができた。これを支えるた

めには，専門家（ガイダンスカウンセラー）のきめ細かい指導が欠かせないが，本年は公開授業時のみならず，

校内研究会で指導案作成から実際の授業について一人ひとりの授業者に対して，合計60回にわたり助言した。

結果として，全員体制で円滑に実践を進めることができた。 

 児童･生徒への効果は，事前・事後にQ-U（学級満足度尺度）を実施して検証した。グラフは，昨年指導前と本

年指導後をQ-U調査の承認および被侵害得点について同一児童生徒を追跡比較したものである。 

〔Ｂ校〕被侵害得点はほとんどの学年で改善されており，いじめ等により居心地の悪さを感じる児童生徒が減少

していることがうかがえる。また，学力検査の結果からも，平均SSで，昨年：48.9→本年：50.5と，明らかな

上昇傾向が見られた。生活面・学習面とも望ましい方向に推移していると言える。 

〔Ｃ校およびＡ校について〕Ｃ小学校低学年に関しては，各指標とも明らかに向上している。しかし，高学年で

は，変容が見られない，ないしは低下している指標がいくつか見られる。またＡ中学校では，3年は明らかな向

上が見られるが，2年では両指標とも望ましくない方向への変容が見られる。一般的な傾向として，学年が上が

るにつれて，スキルの定着が遅く，変容がおこりづらいといわれている。Ｂ小学校では，準備期間も含めて，3

年間の蓄積があるが，Ｃ小学校およびＡ中学校では，ガイダンスカリキュラムの本格的な導入が本年度からで

あることからくる相違であると考えられる。このことは，低学年からの計画的・系統的な指導が重要であるこ

との証左と言えよう。 

 とはいうものの，両校とも全国の平均を上回る適応状態を維持できていることは取組の成果と考えられる。 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1年→2年 2年→3年 4年→5年 5年→6年

2010 13.5 12.1 10.0 10.0 
2011 9.3 10.3 10.1 9.9 
全国 13.7 13.7 11.6 11.6 

4.0 
5.0 
6.0 
7.0 
8.0 
9.0 

10.0 
11.0 
12.0 
13.0 
14.0 

被侵害得点の推移 （Ｃ小学校）

1年→2年 2年→3年 4年→5年 5年→6年

2010 18.0 18.0 18.3 18.0 
2011 20.2 20.5 18.4 18.6 
全国 17.4 17.4 17.6 17.6 

12.0 
13.0 
14.0 
15.0 
16.0 
17.0 
18.0 
19.0 
20.0 
21.0 

承認得点の推移 （Ｃ小学校）

1年→2年 2年→3年 4年→5年 5年→6年

2010 11.0 12.4 12.3 8.9 
2011 10.0 12.4 9.3 7.8 
全国 13.7 13.7 11.6 11.6 

4.0 
5.0 
6.0 
7.0 
8.0 
9.0 

10.0 
11.0 
12.0 
13.0 
14.0 

被侵害得点の推移 （Ｂ小学校）

1年→2年 2年→3年 4年→5年 5年→6年

2010 18.7 17.8 19.4 20.6 
2011 19.6 17.6 19.7 20.5 
全国 17.4 17.4 17.6 17.6 

12.0 
13.0 
14.0 
15.0 
16.0 
17.0 
18.0 
19.0 
20.0 
21.0 

承認得点の推移 （Ｂ小学校）



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 事業による成果 

 カリキュラムは一度作ったら完成という性格のものではなく，数年にわたって改善を繰り返す必要がある。カリ

キュラム作成は時間をかけて進めていくものであることがわかった。例えば，１年目は書籍（『社会性を育てるス

キル教育35時間』）をもとに学校・学年の課題を踏まえて選び出し，２年目は学校・学年の課題を踏まえてさら

に修正をして，３年目はさらに全体を見直すなどのようにである。 
 次に各学校の成果を述べる。 

B小学校における成果としては 
 ・教師の指導技術（表情，提示技術，効果的な言葉のかけ方，集中のさせ方，学習規律の向上など）が向上した。 
 ・社会性を育てるスキル教育に対する保護者の理解が進み，学校に対する理解も進んだ。 
・児童に社会性を育てることができ，人権感覚を育成することができた。 
C小学校の成果としては 
・児童のコミュニケーション能力を高め，正しいスキルを身につけることができた。 
・児童が主体的に活動し，児童会や行事の中心となり積極的に活動できるようになった。 
・教師の児童理解が深まるとともに，あたたかな言葉掛けをできるようになった。 
・学校の教育に対する保護者の理解が深まり，より協力的になった。 
A中学校における成果としては 
・２年生の職場体験学習やスキー教室であいさつや返事など十分にできるようになった。 
・PTA理事会でスキル教育の体験講座を行ったところ，保護者の子どもへの望ましい接し方の理解が深まった。 
・教師の指導技術が高まった。 
上記のように本事業において，ガイダンスカウンセラーは，「グループ対応」「コーディネーション」の機能を

十分に果たすことを通して，学校の課題すなわち児童生徒ならびに教員集団の課題を改善することができる。 
 教育委員会としては，本事業により熊谷市の「４つの実践」を具体化し前進することができた。学力向上は生徒

指導の充実が前提なので，今後は学力向上が実現可能な課題として認識されるようになった。 
 
４ 今後の方向性展望 

 子どもたちに人間関係スキルや社会性を定着させるには，単に授業でスキルを教えるだけでは不十分

であることは以前から指摘されている。実際場面でどれくらい使えるか，つまり「“わかる”から“で

きる”」を目指す実践が不可欠である。 

1年→2年 2年→3年

2010 15.9 19.5 
2011 20.1 18.8 
全国 22.1 22.1 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

被侵害得点の推移 （Ａ中学校）

1年→2年 2年→3年

2010 36.6 35.0 
2011 34.6 38.5 
全国 32.8 32.8 

12.0 

17.0 

22.0 

27.0 

32.0 

37.0 

42.0 

承認得点の推移 （Ａ中学校）



 そのためには，たとえば道徳の授業や特別活動・総合的な活動の時間（学校行事，職場体験など）と

関連づけてタイミングよく計画し，基本的な考え方を確認し，かつ直接体験できる場を保障していく必

要がある。このようにガイダンスカリキュラムは学校教育課程に位置付けることが求められる。 
 また，家庭との連携も欠かせない。保護者にもこのような取組みの重要性を啓発し，協力を得ること

を年度当初から計画していくことが望ましい。 
 一方で，同じ授業を受けてもスキルの定着の難しい児童生徒がいることも事実である。このような児

童生徒には，特別支援教育と連携して個別的なサポートも含めて配慮していくことも重要である。 
 今後，以上のような視点も視野に入れて計画をしていく必要があると言える。 
 熊谷市では，『熊谷の子どもたちは，これができます！』という全体教育目標を策定している。今回

のスキル教育のカリキュラムは，この目標を実現するための具体策として重要であり，これをモデルと

して全市で取り組み，継承・発展されることが期待される。 


